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１ 職員の任免及び職員数に関する状況  

 

（１）定員適正化計画の数値目標及び実績 

令和元年９月に策定した定員適正化計画では、中核市移譲事務の体制充実や、想定される行政サービスに適
切に対応できるよう、必要な職員数を確保するとともに、これまで同様、適正な定員管理に努めることとし、
令和２年度の職員数を基準に、令和３年度から令和７年度までの５年間で職員数を２６人減員（令和２年度比
１．９％）することとしております。 

なお、令和６年度の職員数は、４月１日現在で、１，３７６人であり、前年度と比較して１５人の増となり
ました。 

区分 

計画 
前年度 

計画期間の状況 
計画 
最終年 増減 

(B)-(A) 
H31 

R2 
（Ａ） 

R3 R4 R5 R6 
R7 

（Ｂ） 

計 

画 

計画職員数 
(4.1現在) 

1,357
人 

1,362
人 

1,362
人 

1,346
人 

1,353
人 

1,348
人 

1,336人  ▲26人 

対前年増減数 － 
   5

人 
   0

人 
▲ 16

人 
   7

人 
 ▲ 5

人 
  ▲ 12

人 
－ 

実 

績 

現員数 
（4.1現在） 

－ 
1,352

人 
1,353

人 
1,352

人 
1,361

人 
1,376

人 
－ － 

計画との差 － 
▲  10

人 
▲  9

人 
    6

人 
    8

人 
    28

人 － － 

(注) 市民病院・交通部・八戸地域広域市町村圏事務組合・後期高齢者医療広域連合派遣を除く職員数 
 
 （２）職員数の状況 
   ① 部門別職員数 

部門別職員数の状況と主な増減理由は、次のとおりです。           （各年４月１日現在） 

区分 
職員数（人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和５年 令和６年 

一般行政 

部  門 

議 会 14人 14人 0人  

総務・企画 322人 330人 8人 国民スポーツ大会及び国勢調査準備に伴う増 

税 務 88人 89人 1人  

民 生 159人 159人 0人  

衛 生 170人 172人 2人  

労 働 4人 4人 0人  

農林水産 56人 57人 1人  

商 工 50人 50人 0人  

土 木 181人 182人 1人  

小 計 1,044人 1,057人 13人  

特別行政 

部  門 
教 育 151人 154人 3人 

機構改革による組織再編及び新給食センター整備

に伴う増 

公営企業等 

会計部門 

病 院 1,068人 1,086人 18人 診療体制の強化による増 

交 通 76人 75人 ▲1人  

下水道 66人 66人 0人  

その他 95人 94人 ▲1人  

小 計 1,305人 1,321人 16人  

合 計 2,483人 2,532人 32人  

(注)  職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する派遣職員などを含みます。会
計年度任用職員及び再任用短時間勤務職員は含みません。 
また、表中「病院」区分の職員数は、市民病院と南郷診療所の合計人数です。 
 

   ② 会計年度任用職員（フルタイム） 
    地方公務員法及び地方自治法の改正（令和２年４月１日施行）により新設された会計年度任用職員のう

ち、フルタイムの会計年度任用職員の職員数は次のとおりです。 
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（各年４月１日現在） 

区分 
職員数（人） 

対前年増減数 
令和５年 令和６年 

会計年度任用職員 
（市全体） 

７２ ６９ ▲３ 

 
   ③ 再任用職員 
    職員が長年培ってきた能力・経験を活用するとともに、雇用と年金との連携を図ることを目的として、

定年退職した職員を再雇用する再任用制度を導入しています。 
    任用状況は、次のとおりです。 
  

区 分 

R5.4.1時点の任用状況 R6.4.1時点の任用状況 

本庁 
教育 

委員会 

市民 

病院 

交通

部 
計 本庁 

教育 

委員会 

市民 

病院 

交通

部 
計 

再任用 
職員(人) 

４２ ６ １４ １１ ７３ ４２ ５ １２ １０ ６９ 

内
訳 

フルタイム

勤務（人） 
２０ ４ ７ １１ ４２ １８ ４ ５ １０ ３７ 

短時間 

勤務（人） 
２２ ２ ７ ０ ３１ ２４ １ ７ ０ ３２ 

 
 

 （３）新規採用の状況 

職員の新規採用は、公平性・公正性の観点から、競争試験を原則として、大学行政等の職種区分に応じた

採用試験を実施しています。                        

試 験 職 種 区 分 
令和５年度 

新採用者数 

令和６年度 

新採用者数 
備考 

大学行政 １６人 １３人 

本庁採用 

短大事務 ２人 ４人 

高校事務 ５人 ５人 

社会人事務 ６人 ４人 

障がい者事務 １人  

大学土木 １人  

短大土木 １人 １人 

高校土木 ２人 １人 

社会人土木  １人 

大学建築 １人 １人 

短大建築   

大学機械 １人  

短大機械   

高校機械    

社会人機械  １人 

大学電気   

短大電気   

高校電気   

大学化学  ２人 

社会人化学   

大学農業  １人 

学芸員 ２人 ２人 

農芸化学   

保健師 ７人 ２人 
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社会福祉士  ２人 

精神保健福祉士   

獣医師 １人 １人 

薬剤師 １人 １人 

司書   

栄養士   

介護支援専門員   

事務 ２人 ４人 

市民病院採用 

障がい者事務   

技師 

 
  

診療情報管理士   

医療社会福祉士   

看護師 ４２人 ５６人 

診療放射線技師 ２人 ３人 

理学療法士 ２人 ２人 

作業療法士 ２人  

言語聴覚士 

 
１人  

歯科衛生士  １人 

臨床検査技師 

 

 

３人  

 臨床工学技士 ２人 ３人 

栄養士   

薬剤師 ２人 １人 

精神保健福祉士   

救急救命士 １人 ２人 

臨床発達心理士   

運転技師   交通部採用 

 計 １０６人 １１４人  

 （注） 病院の医師、公立学校等からの採用者など、新規採用とは異なる採用者は含みません。 
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（４）退職者の状況（令和５年度） 

区  分 定年退職者 普通退職者等 計 

市長部局等 ８人 ２１人 ２９人 

市民病院 １人 １１１人 １１２人 

交 通 部 １人 ０人 １人 

教育委員会 １人 ２人 ３人 

計 １１人 １３４人 １４５人 

（注１） 職員の退職には、定年に達した職員が退職する「定年退職」と、本人の自発的な意志に基づき退職

する「普通退職」などがあります。再任用職員の退職は含みません。 

（注２） 市長部局等には、市長が所管する事務部局のほか、議会、農業委員会、選挙管理委員会、監査委員

の事務局を含みます。 

 

（５）職員の昇任の状況（令和６年４月１日人事異動） 

区  分 男性職員 女性職員 計 

部 長 級  ４人 ０人 ４人 

次 長 級 １４人 ２人 １６人 

課 長 級  ２４人 ６人 ３０人 

課長補佐級 ２６人 ５人 ３１人 

班 長 級  ２０人 １５人 ３５人 

主 査 級  ２６人 ２８人 ５４人 

計 １１４人 ５６人 １７０人 

 

２ 職員の人事評価の状況  

平成 28 年度より能力評価と業績評価からなる人事評価制度を導入しています。職務遂行の過程で見られた職

員の意欲、能力及び勤務の実績等を適確に把握し、評価することにより、職員の能力開発（人材育成）・勤務意欲

の向上・適材適所の人事配置等を進めるとともに、職員が能力を最大限発揮し、その能力を有効活用することを

通じ、組織力の向上を図ります。 

（１）能力評価 

概     要 
職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力を把握した上で行われる勤

務成績の評価（５段階） 

評価期間（評価基準日） 令和５年４月１日～令和６年３月 31 日（令和５年 11 月１日） 

対  象  者 一般職の職員 

評価結果の活用 令和６年１月の昇給に反映 

（２）業績評価 

概     要 
職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績を把握した上で行われる勤務

成績の評価（５段階） 

評価期間（評価基準日） 令和５年４月１日～令和６年３月 31 日（令和６年２月１日） 

対  象  者 一般職の職員 

評価結果の活用 翌年度（令和６年度）の勤勉手当に反映 
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３ 職員の給与の状況  

 

（１）人件費 （令和５年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

R6.3.31 
歳 出 額 (A) 実 質 収 支 人 件 費 (B) 

人件費率

(B)/(A) 

４年度の人件費率 

（参 考） 

216,596人 108,767,060千円 3,037,042千円 10,370,380 千円   9.5％   9.6％ 

(注) 人件費には、一般職の退職手当や共済費（保険料）等を含みます。また、特別職の給料等も含みます。 

 

（２）職員給与費 （令和５年度普通会計決算） 

給     与     費 
一人あたり給与費 

給    料 職 員 手 当 期末 ･ 勤勉手当 計  

4,417,722千円 763,487千円 1,724,086千円 6,905,295千円 5,702千円 

(注) 職員手当には、退職手当を含みません。 

 

（３）職員の平均給料月額・平均給与月額・平均年齢 （令和６年４月１日現在） 

区  分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

八 戸 市 309,424円 358,741円 40.5歳 289,828円 307,844円 58.1歳 

国 323,823円 405,378円 42.1歳 288,144円 330,553円 51.2歳 

青 森 県 312,300円 372,905円 42.6歳 300,700円 335,767円 53.5歳 

（注） 「平均給料月額」とは基本給の平均を指し、「平均給与月額」は基本給と毎月支払われる手当の額の 

平均を指します。また、国の平均給与額は時間外勤務手当等を含みません。 

 

（４）職員の初任給 （令和６年４月１日現在） 

区     分 
八   戸   市 国 

初 任 給 採用２年経過給料額 初 任 給 採用２年経過給料額 

一般行政職 
大学卒 202,400円 211,900円 196,200円 206,600円 

高校卒 170,900円 180,700円 166,600円 174,900円 

技能労務職 高校卒 169,000円 178,200円 ―  ― 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額 （令和６年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大学卒 259,400円 291,560円 346,420円 

高校卒 225,600円 259,075円 292,430円 

技能労務職 高校卒 -     - - 

(注)  技能労務職については、該当者がいません。 
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（６）一般行政職の級別職員数（令和６年４月１日現在） 

区    分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 
計 

標準的な職務内容 主 事 主 査 主 幹 副参事 課 長 次 長 部 長 

職 員 数 163人 170人 307人 178人 159人 71人 34人 15人 1,097人 

構 成 比 14.9% 15.5% 27.9% 16.2% 14.5% 6.5% 3.1% 1.4% 100.0% 

１年前の構成比（参考） 16.1% 15.0% 27.4% 16.1% 15.0% 6.1% 2.8% 1.5% 100.0% 

 (注１)  八戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

（注２） 職員数は、一般行政職のみの人数です（税務職相当職、福祉職相当職、医療職、技能労務職、教育職、

企業職は含みません）。 

 

（７）職員手当（令和５年度支給割合など） 

【期末手当・勤勉手当】 

八     戸     市 国 

（支給割合） 

６月期 

12月期 

計 

期末手当 

1.20月分 

1.25月分 

2.45月分 

勤勉手当 

0.95月分 

1.0月分 

1.95月分 

（支給割合） 

６月期 

12月期 

計 

期末手当 

1.20月分 

1.25月分 

2.45月分 

勤勉手当 

1.00月分 

1.05月分 

2.05月分 

職制上の段階・職務の級等による加算措置 有 職制上の段階・職務の級等による加算措置 有 

 【寒冷地手当】 

八     戸     市 国 

世 帯 主 

扶養親族あり 17,800円/月 

世 帯 主 

扶養親族あり 17,800円/月 

扶養親族なし 10,200円/月 扶養親族なし 10,200円/月 

その他の職員 7,360円/月 その他の職員 7,360円/月 

※毎年11月から翌年3月までの支給となります。 ※青森県内は全市町村4級地の支給額となります。 

 【退職手当】 

八     戸     市 国 

支  給  率 自 己 都 合 定   年 支  給  率 自 己 都 合 定   年 

勤続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709月分 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

勤続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709月分 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 

(2～20％加算) 
その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 

(1～45％加算) 

一人あたり 

平均支給額 
13,042千円 

 

(注)  一人あたりの平均支給額は令和５年度に退職した職員に支給された手当額の平均です（市民病院・交

通部分は含みません）。 
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【特殊勤務手当】 

区      分 
全会計 

(市民病院・交通部除く) 
参考（普通会計） 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R５年度） ７．９％ ７．９％ 

支給職員1人あたりの平均支給年額(R５年度決算) 238,475円 64,053円 

手 当 の 種 類（手当数）※R５年４月１日現在 １４種類 １３種類 

代表的な手当の種類 

支給額の多い手当 能率手当 廃棄物収集等業務手当 

多くの職員に支給 

されている手当 

廃棄物収集等業務手当 

福祉業務手当 

道路上作業手当 

廃棄物収集等業務手当 

福祉業務手当 

道路上作業手当 

 

【地域手当】                 【時間外勤務手当】 

支給対象地域 東京都 
 R５年度 

支給総額 353,880千円 

支給率（R５年度） ２０％ 職員１人あたり支給年額 283千円 

支給職員数（R５年度） ２人 
R４年度 

支給総額 415,535千円 

国の制度（支給率）（R５年度） ２０％ 職員１人あたり支給年額 336千円 

支給職員1人あたり 

平均支給年額（R５年度決算） 
731,490円 

  

【扶養手当】 

内 容 国の制度との異同 

配 偶 者 、 父 母 等       6,500円/月 

同じ 子       10,000円/月 

16～22歳の子１人につき 5,000円/月加算 

 

【住居手当】 

内         容 国の制度との異同 

借家･借間 家賃に応じて 100円／月～27,000円／月 異なる 

 

【通勤手当】 

内         容 国の制度との異同 

交通機関利用（バス・電車など） 運賃相当額（最高限度額 55,000円／月） 同 じ 

 

【管理職手当】 

内    容 国の制度との異同 

部長級 76,000円／月  次長級 63,000円／月  課長級 54,000円／月  異なる 

 

 

（注）市民病院及び交通部分は含みません。 
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【単身赴任手当】 

内    容 国の制度との異同 

職員の住居と配偶者との住居の交通距離に応じて 30,000円／月～100,000円／月 同 じ 

 

（８）特別職の報酬等（令和６年４月１日現在） 

区  分 給料（報酬）月額 期  末  手  当 

市  長 1,062,000円 
（支給割合） 

６月期  1.625月分 

１２月期  1.675月分 

計   3.30 月分 

 

加算措置   有 

副市長 856,000円 

議  長 687,000円 

副議長 626,000円 

議  員 597,000円 

（注１）期末手当の支給割合は、令和５年度における割合です。 
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４ 職員の勤務時間及びその他の勤務条件の状況  

（１）勤務時間の状況（令和６年４月１日現在） 

区   分 範       囲 

勤務時間 

（休憩時間を除く） 
８：１５～１７：００ 

休憩時間 １２：００～１３：００ 

勤務を要しない日 土曜日、日曜日 

休日 国民の祝日、１２／２９～１／３ 

  （注） 勤務場所及び職種により、勤務時間、勤務を要しない日、休日が異なる場合があり、それぞれ勤務

時間を定めています。 

 

（２）休暇制度の概要・種類等（令和６年４月１日現在）  

休暇の種類 有給・無給の別 概          要 

年次有給休暇 有 給 
１年度につき最高２０日間（未使用の年次休暇は、20 日を限度として翌年

度に繰越） 

病気休暇 有 給 

負傷または病気のために療養する必要があり、その勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合、医師の証明に基づき、その療養に必要な期間認め

られる休暇 

介護休暇 無 給 

配偶者、子、父母、配偶者の父母などの親族で、負傷、疾病又は老齢により

２週間以上日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しない

ことが相当な場合に認められる休暇 （２週間以上６ヶ月以内） 

組合休暇 無 給 

職員団体の構成員として当該職員団体の業務に従事する場合又は当該職員

団体の加入する上部団体の業務に従事する場合に認められる休暇（30 日以

内） 

特別休暇 有 給 

主な特別休暇（種類・付与日数等） 

産前休暇 出産予定日以前の８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内 

産後休暇 出産日の翌日から８週間以内 

結婚休暇 ７日以内 

忌引休暇 配偶者１０日、父母７日、子７日、祖父母３日等 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇 
被災地における支援活動や障がい者支援施設・特別養護老人

ホーム等で支援活動を行う場合、１年度につき５日以内 

妻の出産 出産の日からの２週間以内に３日以内 

子の看護 

休暇 

中学校就学前の子の看護を行う場合、１年度につき５日以内

（子が２人以上の場合は１０日以内） 

短期介護 

休暇 

配偶者、子、父母、配偶者の父母などの親族で、負傷、疾病

又は老齢により２週間以上日常生活を営むのに支障がある

者の介護をする場合、１年度につき５日以内（要介護者が２

人以上の場合は１０日以内） 

育児参加 

休暇 

妻の出産予定日の６週間前（多胎妊娠の場合は１４週間前）

から出産後１年までの間に、生まれた子や小学校就学前の子

を養育する場合、５日以内 

夏季休暇 ５日以内 
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（３）年次有給休暇の取得状況（令和５年度） 

   年次有給休暇は、原則１年度に２０日取得できますが、その年度に取得しなかった年次有給休暇の日数は、

２０日を限度に翌年度へ繰り越すことができます。 

総取得可能日数 

（ａ） 

総取得日数 

（ｂ） 

対象職員数 

（ｃ） 

平均取得日数 

（ｂ）／（ｃ） 

消化率 

（ｂ）／（ａ） 

86,034.9日 29,611.4日 2,275人 13.0日 34.4％ 

  （注）対象職員数には、令和４年度中の中途採用者や中途退職者、育児休業や休職の事由がある職員などを 

    含みません。 

 

５ 職員の休業に関する状況  

 

   育児休業に関する制度は、３歳未満の子を養育するため休業することができる「育児休業制度」と、小学

校入学までの子を養育するため、１日の勤務時間のうち２時間を超えない範囲内で勤務しないことができる

「部分休業制度」、同じく小学校入学までの子を養育するため、週１９時間２５分～２４時間３５分の勤務時

間を選択できる「育児短時間勤務制度」があります。 

 

育児休業等の取得状況（令和５年度） 

 育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務者数 

男性職員 ２１人 １人 ０人 

女性職員 ５３人 ２９人 １人 

計 ７４人 ３０人 １人 

 

 

 



 
－11－ 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

 

（１）分限処分者数（令和５年度） 

   職員が一定の事由に該当する場合に、地方公務員法第２７条および第２８条の規定に基づいて行った分限

処分です。 

処 分 事 由 降 任 免 職 休 職 計 

勤務実績が良くない場合     

心身の故障の場合   １５人 １５人 

職に必要な適格性を欠く場合     

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職又は過員を生じた場合 

    

刑事事件に起訴された場合     

条例で定める事由による場合     

計   １５人 １５人 

（注１）  降任：現在就いている職より下位の職に任命する処分 

  （注２） 免職：職員の意に反してその身分を失わせる処分（退職手当の支給有り） 

  （注３） 休職：職員としての職を保有したまま、一定期間職務に従事させない処分（一部給料支給有り） 

 

（２）懲戒処分者数（令和５年度） 

   職員が一定の事由に該当する場合に、地方公務員法第２９条の規定に基づいて行った懲戒処分です。 

処 分 事 由 戒 告 減 給 停 職 免 職 計 

本

人

の

行

為 

給与・任用関係      

一般服務違反関係      

一般非行関係   ２人  ２人 

収賄等関係      

道路交通法違反  １人   １人 

小 計      

監督責任      

計  １人 ２人  ３人 

（注１）  戒告：職員の義務違反を確認するとともに、その将来を戒める処分 

  （注２） 減給：一定期間、職員の給料を減額して支給する処分 

  （注３） 停職：一定期間を職務に従事させない処分（無給） 

  （注４） 免職：職員からその職を失わせる処分（退職手当の支給無し） 
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７ 職員の服務の状況  

 

（１）服務規律の遵守に関する取組状況 

   服務規律の遵守については、職員研修や文書などにより、機会あるごとに周知徹底を図り、綱紀の粛正及

び服務規律の徹底に努めています。 

 

 （２）職務専念義務の免除 

   地方公務員法第３５条の規定により、職員には、法律または条例に特別の定めがある場合を除き、その勤

務時間中、職務に専念する義務が課せられています。 

例外的に職務専念義務が免除される場合の主な例は、次のとおりです。 

法律に定めがある場合 条例に定めがある場合 

○分限休職処分を受けた場合（地方公務員法） 

○育児休業または部分休業をする場合（地方公務員

の育児休業等に関する法律） ほか 

○研修を受ける場合 

○厚生に関する計画に参加する場合 

○その他任命権者が定める場合 

 ・全国大会規模の各種競技会に役員、選手等と

して参加する場合 ほか  

 

（３）営利企業等への従事制限 

  地方公務員法第３８条の規定により、職員は、任命権者の許可を得なければ、営利企業の役員等へ就任す

ること、自ら営利企業を営むこと及び報酬を得て事業に従事することができません。 

市では、職員から営利企業等への従事について申請があった場合には、次に掲げる基準をすべて満たして

いる場合に限り、これを許可しています。 

○ 職員の占めている職と営利企業との間に特別な利害関係またはその発生のおそれがない場合 

○ 営利企業に従事しても職務の遂行に支障がないと認める場合 

○ 地方公務員法の精神に反しないと認められる場合 

 

８ 職員の退職管理の状況  

 

令和５年度退職者（１２４名）の再就職状況は下記のとおりです。 

  

八戸市 八戸市以外 

小 計 
届出 

なし 
計 

再任用 

その他 

(非常勤特

別職等) 

国、地方公

共団体等 

地方独立 

行政法人 

市が出資 

する公社等 

（注 1） 

そ の 他 

民間団体 

全  体 ２人 ５人 １９人 ９人 ３人 ３６人 ７４人 ５０人 １２４人 

（注１） 市が出資する公社等：市が出資等を行う法人で、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法

律（平成 12 年法律第 50 号）第２条による市職員の派遣が認められている法人、市長が代表者に就任している法人

及び市が25％以上出資等している法人を指します。 

（注２） 退職手当の支給を受けることなく、退職して引き続き国や他の地方公共団体などの職員となった場合は含み

ません。 

（注３） 再任用職員の退職も含みます。 
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９ 職員の研修の状況  

 

（１）研修の実施状況（令和５年度） 

   職員の勤務能率の発揮および増進のために各種研修を行っています。 

区  分 主な研修 受講者数 

基本研修 

(階層別研修) 

新採用職員前期研修 ４６人 

新採用職員後期研修 ４７人 

主事級職員第一部（採用後２年目）研修 ３８人 

主事級職員第二部（採用後５年以上）研修 ３２人 

主査級職員研修 ３６人 

班長級職員研修 ２４人 

課長補佐級職員研修 ２８人 

課長級職員研修 １１人 

 小 計 ① ２６２人 

派遣研修 

実務研修（総務省、内閣官房・内閣府、トヨタ自動車㈱） ５人 

自治大学校・東北自治研修所（長期） ２人 

市町村職員中央研修所 １０人 

全国建設研修センター ６人 

青森県自治研修所 １２人 

講師養成等 ２人 

 小 計 ② ３７人 

その他研修 
人事評価者研修 ３７人 

 小 計 ③ ３７人 

合  計 （ ①＋②＋③ ） ３３６人 
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況  

 

（１）健康診断等の状況 

    職員の健康診断（定期健康診断及び特別定期健康診断）を実施するとともに、その結果に基づき、産業

医等による事後指導を行っています。 

また、職員の時間外勤務時間が一定の基準を超過した場合、過重労働による健康障害防止のため、産業

医の書面による助言指導または面談による保健指導を行っています。 

 

（２）公務災害の状況 

    公務上または通勤による災害（負傷、疾病、障がいまたは死亡）を受けた職員には、地方公務員災害補

償法に基づき、その災害によって生じた損害が補償されます。 

    市職員における災害の認定および補償については、地方公務員災害補償基金青森県支部が行っており、

令和５年度の認定は、公務災害が２０件あり、通勤災害は１件でした。 

 

（３）福利厚生の状況 

    職員の福利厚生については、職員相互の親睦と福利の増進を目的として八戸市職員互助会が主体となっ

て実施しており、令和５年度は主に給付事業、文化体育会事業、職員食堂の運営などの事業を行いました。 

   【八戸市職員互助会の構成】 

八戸市の職員 

八戸地域広域市町村圏事務組合の職員 

八戸圏域水道企業団の職員 

会員数 

（R５年度） 
3,020人 

    

（４） 利益の保護の状況 

令和５年度において、勤務条件に関する措置請求および不利益処分に関する不服申立ては、いずれもありま

せんでした。 


